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2016年熊本地震の特徴は，震度7を観測する大きな地震が2度発生するとともに，これらの地震を含めて
震度6弱以上を観測した地震が7回発生するなど，過去の地震に比べて強い地震動が繰り返し発生している
ことである．これら地震により，熊本県だけでなく大分県など広範囲にわたって橋梁の被害が発生し，強

震による被害に加え，山岳部では地盤変状による被害も混在している．熊本地震による被害を理解するに

あたり，2度の大きな地震，すなわち，前震による被害を踏まえたうえで本震による被害を検討すること
が望ましいが，前震直後の被害情報が極めて少なく，この重要な情報の欠落が，被災メカニズムの推定を

困難とさせている．本論は熊本地震による橋梁被害を整理するとともに，前震直後にも被害調査を行った

木山川橋を対象に，本震前後での被害の変化に基づく被害メカニズムを推定するものである． 
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1. はじめに 
 

2016年4月14日21時26分に熊本県熊本地方を震源とす
るマグニチュード6.5の地震が発生し，熊本県益城町に
おいて震度7を観測した．これにより大きな被害が発生
し，平成28年熊本地震の本震と考えられたが，4月16日
1時25分に再び熊本県熊本地方を震源とするマグニチュ
ード7.3の地震が発生し，被害が拡大した．以降，4月14
日の地震が熊本地震の前震，4月16日の地震が本震と呼
ばれている． 
地震による死者は64名（震災関連死含む），負傷者
は2054名に達した（消防庁1）：平成28年8月1日現在）．
また，建物をはじめ，橋梁などの社会基盤施設に甚大

な被害が生じ，熊本・大分両県の社会資本・住宅・民

間企業設備が受けた被害総額は約2.4〜4.6兆円に上ると
試算されている（内閣府2）：平成28年5月23日）．うち，
建築物等の被害が約1.6〜3.1兆円，道路・港湾・空港等
の社会インフラの被害が約0.4〜0.7兆円である． 
著者を団長とする（公社）土木学会被害調査団先遣

隊は，2016年4月15日より現地調査を開始した．以降，
数度の現地調査により，土木施設の被害状況の把握に

努めている．著者は15日に九州自動車道の地震被害調
査を行っており，本震16日午後に再度調査を行った．
本論では，熊本地震による橋梁被害を整理するととも

に，前震直後にも被害調査を行った九州自動車道木山

川橋を事例として，本震前後で被害がどのように変化

したのかに着目し，被害メカニズムの推定を行うこと

を目的とする． 
 
 

2. 熊本地震の特徴 
 
	 熊本地震の特徴は，震度7を観測する大きな地震が2
度発生するとともに，これらの地震を含めて5月6日ま
でに震度6弱以上を観測した地震が7回，マグニチュー
ド3.5以上の地震が234回発生する（気象庁3））など，過

去の地震に比べて強い地震動が繰り返し発生している

ことである． 
	 熊本県熊本地方には，布田川断層帯，日奈久断層帯

が存在し，4月14日の前震は日奈久断層帯（高野—白旗
区間）が，4月16日の本震は布田川断層帯（布田川区間）
の活動の影響が大きいと考えられている．地震調査研

究推進本部地震調査委員会では，平成25年に九州地域
の活断層の長期評価4)を行っており，日奈久断層帯（高

野—白旗区間）について，活動時にマグニチュード6.8程
度の地震が発生する可能性があり，30年以内の地震発
生確率は不明，布田川断層帯（布田川区間）について，

活動時にマグニチュード7.0程度の地震が発生する可能
性があり，30年以内の地震発生確率は0〜0.9%（やや高
い）と評価していた．実際に発生した地震は，事前評



 

 

価と大きく異ならないものであったことは評価できる． 
	 KiK-net益城，K-NET熊本，そして熊本県自治体震度
計（益城町）で観測された地震動の加速度応答スペク

トルと，道路橋示方書レベル2タイプ2地震動スペクト
ルとの比較を図-1（前震），図-2（本震）に示す．益

城町の震度計は役場庁舎内に設置されているため，建

物の影響がある可能性はあるものの，1Hz付近が卓越し，
その値は道路橋示方書レベル2タイプ2地震動スペクト
ルを上回っている．KiK-net益城記録の1秒付近は益城町
記録に比べて大きくないものの，1秒より短い周期帯で
はレベル2地震動相当の値を示している．本震ではK-
NET熊本記録もKiK-net益城とほぼ同等のスペクトル強
度を示しているとともに，益城町役場の記録も含め，

いずれも1秒以上の周期帯での値が大きくなっているこ
とが分かる． 
 
 
3. 熊本地震による橋梁被害 
 
(1) 被害の特徴 
橋梁の被害は，熊本県だけでなく大分県でも発生す

るなど，広範囲にわたり（図-3），強震による被害に

加え，山岳部では地盤変状による被害も混在している

ことが特徴である．平野部を走る九州自動車道では，

高架橋の耐震補強未対策部に大きな被害が発生すると

ともに，高速道路跨道橋が本震で落橋した．山岳部で

は，兵庫県南部地震以降に改訂された示方書に基づく

複数の橋梁において積層ゴム支承の破断や支承からの

桁の逸脱等の大きな被害が発生するとともに，大規模

な斜面崩壊によりアーチ橋が消失した． 
熊本地震による被害を理解するにあたり，2度の大き
な地震，すなわち，前震による被害を踏まえたうえで

本震による被害を検討することが望ましい．最終的に

甚大な被害を受けたとしても，1度の地震で甚大な被害
に至ったことと，前震では限定的な被害にとどまった

ものの本震で甚大な被害となったこととでは，学ぶべ

き教訓は大きく異なるためである．しかし，熊本地震

の本震は，各機関による調査が本格化しようというタ

イミングで発生したことから，前震直後の情報が極め

て少ない．この重要な情報の欠落が，被災メカニズム

の推定を困難にさせている． 
 
(2) 平野部における橋の代表的な被害 
a)  熊本県道32号 府領第一橋 
	 九州自動車道を跨ぐ府領第一橋は，昭和49年10月に
竣工したロッキングピアを有する跨道橋である．中空

ＲＣ床版の桁は東端に斜角を有しており，耐震補強時

には桁かかり長拡幅に加え，横変位拘束装置も設置さ

れていた． 
	 前震により横変位拘束装置にひび割れが発生し，桁

が水平にやや移動したものの落橋はしていなかったが，

本震では斜角を有する側で桁の水平・回転移動を拘束

 
図-1 	 前震の加速度・応答スペクトルと道路橋示方書レベ

ル 2タイプ 2地震動スペクトルの比較 

 

 
図-2 	 本震の加速度・応答スペクトルと道路橋示方書レベ

ル 2タイプ 2地震動スペクトルの比較 

 



 

 

することができず，ロッキングピアのみでは大きな桁

水平変形により不安定であり，落橋した（写真-1，2）． 
b) 九州自動車道 木山川橋 
	 本橋については，福永らにより損傷事例が報告され

ているが5)，本論では，本震前後における被害状況の変

化に着目し，4章で被害メカニズムの推定を行う．  
c) 九州新幹線 十五社高架橋 
	 鉄道橋の被害については，笠らにより報告されてい

るが6)，ここでは橋脚の被害について報告する．九州新

幹線の博多−新八代間は平成23年3月12日に開業した．
適用設計基準は平成11年鉄道構造物等設計標準（耐震
設計）である． 
	 熊本−新八代間では，前震により熊本駅南側で新幹線

の脱線や桁防音壁の落下などが発生したが，宇城市大

野川を跨ぐ大野川橋りょうの北側の桁式高架橋におい 

 
写真-1  落橋した府領第一橋 

 

 
写真-2  府領第一橋東端橋台部の損傷状況 

 

 
写真-3  九州新幹線十五社高架橋の防音壁の落下 

 

 

写真-4  九州新幹線十五社高架橋の単柱橋脚曲げ損傷 

 

 

図-3 	 調査した被害橋梁の位置（国土地理院地図に加筆） 

 



 

 

て，単柱橋脚の曲げ降伏損傷や圧壊，桁防音壁の落下

などの被害が発生した（写真-3, 4）．ただし，本被害

を発生させた地震は特定されていない． 
d)  熊本県道338号 横江大橋 
	 八代市鏡町にある横江大橋は，鏡川と鮟鱇川を跨ぐ

橋長200mの2連トラス橋であり，昭和54年3月に竣工し
た．本震により中間橋脚が横梁部まで約2m沈下し，そ
れに伴い桁も沈下，2連トラス橋をつなぐ上弦材も座屈
した（写真-5）． 
 
(3) 山岳部における橋の代表的な被害 
a) 熊本県道28号 大切畑大橋 
	 大切畑大橋は橋長265.4mの5径間連続曲線鈑桁橋であ
り，2003年に竣工した．適用示方書は平成8年道路橋示
方書である．桁は積層ゴム支承で支持され，桁端部に

は橋軸方向の落橋防止ケーブルが設置されている． 
	 被害を発生させた地震は特定できていないが，A1, A2
橋台およびP1, P3, P4橋脚上のゴム支承が破断し，桁が支
承位置から橋軸直角方向に逸脱した（写真-6）．ゴム

支承の破断は，ゴム層で生じているものもあるが，フ

ランジ部との取付ボルトが破断することにより発生し

たものが多い．A1橋台部の落橋防止ケーブルは，桁の
橋軸直角方向の移動によりすべて破断していた．唯一

ゴム支承が破断しなかったP2橋脚のみ，橋脚基部が大
きく曲げ破壊し，約5mmの曲げひび割れが残留してい

る（写真-7）． 
	 本橋に隣接する山の斜面が崩壊しており，本橋の被

害に影響を与えていると思われるが，支承のサイドブ

 
写真-5  横江大橋の橋脚沈下に伴う被害 

 

 

 

 
写真-6  大切畑大橋のゴム支承の破断と桁逸脱 

 

 
写真-7  大切畑大橋のP2橋脚基部の曲げ損傷ひび割れ展開図 

 



 

 

ロックが左右とも損傷しているなど，振動による痕跡

も確認できる．現行の道路橋示方書では，ゴム支承を

有する橋脚が損傷する場合，支承は弾性範囲にとどめ，

主たる塑性化は橋脚基部で発生させることを想定して

いる．つまり，P2橋脚の損傷状態は想定どおりである
のに対し，弾性部材と想定しているゴム支承の破断は

想定外である．橋脚の塑性化を伴うゴム支承を有する

橋梁の地震被害は初の事例であり，ゴム支承の破断も

含め，詳細な分析が必要である． 
b) 熊本県道28号 桑鶴大橋 
	 桑鶴大橋は橋長160mの２径間連続鋼斜張橋であり，
緩やかな曲線橋である．適用示方書は平成8年道路橋示
方書であり，平成10年に竣工した．地震により，桁端
部の鋼製支承が破壊，橋台と桁衝突するとともに，一

部のPCケーブルのソケットが抜け，緩みが生じた．ま
た主塔部の鋼製支承も破壊し，桁が橋軸直角方向に残

留変形した結果，PCケーブルが照明柱と接触していた
（写真-8）．橋台周辺部には複数の地割れも確認され，

地盤変状の影響も受けたと予想される． 
c) 熊本県道28号 俵山大橋 
	 俵山大橋は橋長140mの３径間連続鋼桁橋であり，平
成13年に竣工した．適用示方書は平成8年道路橋示方書
である．RC床版を有する桁はゴム支承により支持され
ている． 
	 地震により橋台周辺部の地盤が沈下し，深礎杭が見

える状態であり，地盤変状の影響も大きく受けたと考

えられる（写真-9）．橋台部で桁衝突が確認でき，ゴ

ム支承から桁が逸脱していた（写真-10）．中間橋脚で

はフランジ部ごとゴム支承が外れ，一部の支承は桁下

に落下していた．また，上部構造に大きな被害が発生

したことにも特徴があり，主桁下フランジ部が座屈し，

対傾構および下横構が変形している（写真-11）ことか

ら，桁に鉛直下向きおよび横向きの力が作用したこと

が確認できる． 

d)  国道325号 阿蘇大橋 
	 阿蘇大橋は国道57号から分岐した国道325号に架かる
橋長206mの上路式逆ランガー桁橋であり，昭和45年に
竣工した．平成23年までに耐震補強実施済みである． 
	 地震により，推定土砂流出量50万立方メートルと推
定される阿蘇外輪山の大規模な斜面崩壊が発生し，橋

梁が流出した．橋台部やアーチ部を支える基礎（写真-

12）と桁の一部（写真-13）が確認できるのみである．

地震動により橋梁そのものが被災していたのか，大量

の土砂による重量が橋に作用したため崩壊したのか，

また橋台地盤が移動したために崩壊したのか，現時点

では全く情報がない． 
 
e)  国道325号 南阿蘇橋 
	 南阿蘇橋は国道325号に架かる主径間80mの鋼アーチ
橋であり，昭和46年に竣工した．平成21年に耐震補強
が実施され，アーチ部に座屈拘束ブレース，桁端部に

制震ダンパーが設置された． 

 
写真-8  桑鶴大橋の損傷状況 

 

 
写真-9	 俵山大橋の橋台周辺地盤の変状 

 

 
写真-10	 俵山大橋のゴム支承の逸脱 

 

 
写真-11	 俵山大橋の桁部の座屈損傷 

 



 

 
	  

地震により，アーチ基部の支承部において，鉛直材と

支承をつなぐボルトが破断する（写真-14）とともに，

制震ダンパーの取付部が損傷，一部は完全に分離した

（写真-15）．耐震補強においてダンパー固定部を確保

できないため，側面に取付ブロックがアンカーにより

固定されていたが，この部分が桁の橋軸方向の振動に

より破壊したと考えられる．この取付ブロックは橋軸

直角方向の移動制限装置も兼ねており，アーチ部の橋

軸直角方向の振動により破損した可能性も否定できな

い．また，制震ダンパー，座屈拘束ブレースともに稼

働した明瞭な痕跡は確認できず，今後の耐震補強対策

への教訓として，詳細な調査が必要である． 
 
 
4. 本震前後の被害の変化を踏まえた木山川橋の

被害メカニズムの推定 
 
(1) 調査対象橋梁 
 木山川橋は，九州自動車道益城熊本空港IC〜嘉島JCT
間で木山川を跨ぐ位置にあり（図-4），鋼3径間連続鈑
桁9連＋鋼2径間連続鈑桁2連＋鋼単純鈑桁1連の上部構
造を有する橋長867mの長大橋である（写真-16）．標準

的な3径間連続鈑桁の支間長は26m+26.4m+26mであり，
幅員は11.7mである．下部構造は橋脚高さは約5〜9mの
RC構造であり，基礎形式は杭基礎である（図-5）．支

承は支圧型ピン支承であり，支持条件は，1連当たり固
定が1箇所，その他は可動（1本ローラー）である． 

 
写真-12	 流出した阿蘇大橋の橋台部 

 

 
写真-13	 流出した阿蘇大橋の桁部 

 

 

写真-14 	 南阿蘇橋のアーチ基部支承と鉛直材を繋ぐボル

トの破断（写真は地震後溶接による補修後） 

 

 
写真-15	 南阿蘇橋の制震ダンパー取付部の破壊 

 

図-4  木山川橋と周辺の地震観測点（国土地理院都市圏活断

層図に加筆） 

 



 

 

昭和47年道路橋示方書7)が適用され，昭和50年5月に竣工
した．当時の設計震度はkh = 0.17である．昭和47年道示
では，可動支承部の落橋防止構造として，桁かかり長，

あるいは同一の下部構造頂部にある隣接する桁間を連

結することが求められている．本橋では，どの時期に

設置されたか不明ではあるが，桁間に可動機能を失わ

ないように長孔を有する鋼板で連結されている．また，

桁かかり長S(cm)は支間長100m以下の橋においては
20+0.5!"であり，"=52.4mの場合，S=46.2cmとなる． 
	 RC橋脚は平成14年から平成16年にかけて耐震補強さ
れ，厚さ250mmのRC巻立てが柱部になされているが，
張り出し横梁部は増厚されていない（図-6）．昭和55
年道示8)以降，桁かかり長の算出式が変更され，

SE=70+0.5!"となった．"=52.4mの場合，SE=96.2cmとなり，

やや桁かかり長が不足するが，桁間連結されているた

め，示方書の要求は満足しているといえる．また，4主
桁の内側2本については，250mmの増厚があるため，昭
和50年道示以降の桁かかり長も満足するものと思われ
る．木山川を跨ぐ桁は斜角を有しており，上記の落橋

防止システムに加え，桁間連結ケーブルおよび移動制

限装置が設置されていた． 
 
(2) 各部位の被害と本震前後の変化 
a) 桁遊間（桁間連結板の破壊） 
	 同一下部構造上にある隣接する桁間は鋼板とボルト

により連結されていたが，その多くが破壊していた．

接合ボルトの破断によるものが大半であるが，鋼板ボ

ルト孔部の破断も見受けられる，また，圧縮力による

座屈も確認された． 
	 写真-17に，前震後に調査をした際，桁連結板が外れ，

 
写真-16  木山川橋を木山川から北側へ望む（4月 15日撮影） 

 

 

図-5  木山川橋の代表的な橋脚構造 
 

 

図-6  木山川橋橋脚の耐震補強状況 
 

	
	 (i)	P18前震後（4/15撮影）	 	 （ii）本震後（4/16撮影）	

	

 
	 (i)P15	前震後（4/15撮影）	 	 （ii）本震後（4/16撮影）	

	

 
	 (i)	P20前震後（4/15撮影）	 （ii）本震後（4/16撮影）	

写真-17  桁間連結板のの破壊と桁遊間の変化 

 



 

 

桁遊間が大きく開き，北側桁の可動支承が損傷して落

橋寸前であったP18周辺の本震前後の写真を示す．本震
後の調査だけでは，桁遊間が狭く，被害程度が甚大で

はないように見えるが，これは誤りである．P18上の2
つの桁は，北側桁の端部をP15で，南側桁の端部をP20
で支えられている． P15は，既に前震で可動支承が大き
く損傷し，隣接した桁は桁連結板に圧縮力による座屈

を発生させながらも，連結したまま支承から橋脚上に

落下している．そして本震後も，その状況はほとんど

変化していない．一方，P20の北側桁は，前震では可動
支承，桁連結板ともに損傷していないが，本震により

桁連結板が外れ，支承が破壊し，北側に移動した．結

果，P18上では桁遊間が小さくなった．これにより，
P18の北側桁も北側に押されたと考えられ，新たにＲＣ
巻き立てで厚くなった部分にも支承位置で欠けが見ら

れる．ただ，既にP15では桁遊間が閉じていたため，ほ
とんど移動できなかったと考えられ，落橋しなかった

のは幸運であり，桁かかり長の重要性を再認識させる

ものである． 

b) 鋼製支承の破壊 
	 本地震による被害で特徴的なことは，固定・可動に

関わらず，ほとんどの鋼製支承に被害が発生している

ことである． 
	 固定支承において，アンカー部の抜け出し，ピンの

破断，桁との接合ボルトの破断が複合して発生し，上

沓が落下しているものも見受けられた．ピン支承が橋

軸に変形を受け，回転性能限界に達すると，上下沓が

接触し，引張側の取付ボルトあるいはアンカーに損傷

が発生する9)．また，橋軸直角方向に変形すると，支圧

ピンのくびれ部で破断する．本地震においても同様の

メカニズムにより被害が発生したと考えられる．また，

一本ローラー可動支承において，ローラーの逸脱によ

る橋軸方向へ上沓が大きく移動していることが多く確

認された（写真-18）．結果，桁連結部において路面に

大きな段差が発生している． 
	 写真-19は，前震で固定支承が軸方向に回転し，取付

ボルトが破壊した（小破）ため，変位固定機能が失わ

れ，本震による桁の軸方向移動を止めることができず，

	 	  

 (i)	アンカーの抜け出し	 	(ii)	可動支承ローラーの逸脱	 	 		(i)	前震後（4/15撮影）	 	 	 （ii）本震後（4/16撮影）	

    写真-18  鋼製支承の破壊（4月 15日撮影）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 写真-19  P7の鋼製支承の被害状況の変化 

 

	  

        図-7  前震後の支承の損傷状況	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図-8 本震後の支承の損傷状況 



 

 

桁が大きく座屈した（大破）事例である． 
	 木山川以北における支承部の本震前後の破壊状況を

図-7, 8に示す．前震においては支承の明瞭な損傷パタ
ーンが確認され，固定支承を中心に発生していること

が分かる．これは，橋梁の設計振動単位通りに地震力

が作用したことを意味し，前震時の破壊形態は（壊れ

たことを除けば）ほぼ設計通りの挙動をしたと考えら

れる．一方，前震で固定支承の機能が失われ，また一

部の可動支承も壊れていたことから，本震ではさらに

鋼製支承の損傷が拡大した．これより，ほぼ全ての鋼

製支承が破壊されていることが分かるが，一度の地震

でこれらの支承が破壊したのではなく，まず設計の仮

定通りに固定支承が地震力を負担し，破壊したことに

より，二度目の地震で可動支承の被害が拡大したこと

を把握しておくことは重要である． 
c) 落橋防止システムの損傷 
	 桁かかり長，桁間連結以外の落橋防止構造として，

斜角を有する桁に対し，横変位拘束構造，移動制限装

置がP21, P22橋脚に設置され，桁端部には，桁間連結ケ
ーブルが設置されていた． 
	 P21の固定支承が損傷し，横変位拘束構造と桁が衝突
した．横変位拘束構造は脆性的な破壊をしたものの，

橋軸直角方向の過大な移動は制限でき，ピンが破断し

た固定支承も上沓が逸脱することが防止された．  
	 写真-20は，前震ではほぼ無被害にみえる支承が本震

でピンが破断し，これにより桁が橋軸直角方向に移動

したが，横変位拘束構造に衝突し，過大な変形を防止

できたことを示している．ただし，横変位拘束構造は

一度の地震で脆性的な破壊を呈していることが分かり，

もしこの損傷が前震で発生していたならば，本震では

落橋を防止できなかった可能性もある．今後，落橋防

止システムの好ましい破壊性状のあり方について，検

討が必要である． 
	 また，P20において連結板が損傷，隣接する桁の可動
支承が破壊したことにより，桁間の開きが大きくなっ

たものの，桁間連結ケーブルが作動し，桁落下を防止

したようにみえる（写真−21）． 
d) 鋼桁の損傷 
	 支承部が破壊したため，支承部周辺で鋼桁は大きく

損傷した．写真-18にみられるように，回転性能を失っ

た支承によるフランジの座屈，支承が桁補剛位置から

ずれることによる桁の座屈，支承から桁が落下するこ

とによる桁端の座屈，また写真-10にみられるように横

変位拘束構造に桁が衝突したことによる対傾構の座屈

	  
         (i)	前震後（4/15撮影）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （ii）本震後（4/16撮影）	

写真-20  P21の落橋防止構造の損傷の変化 

 

 
(ii)	桁連結版・支承破壊による隣接桁間の開きと桁間連結ケーブル(P20)	

写真-21  P20の落橋防止構造（4月 16日撮影） 

 



 

 

などが発生した． 
e) ＲＣ柱の損傷 
	 ＲＣ柱はＲＣ巻き立てによる耐震補強がなされてい

たため，柱部そのものには曲げひび割れ等の損傷が確

認されていないことは，耐震補強の効果を発揮できた

ものとして評価できる．P11（可動支承橋脚）は柱部に
損傷はみられないものの，約４度ほど起点側に傾斜し

ていた（写真-22）． 
	 また，一部の横梁部において，支承部からの押し出

しせん断ひび割れとみられる斜め，縦方向のひび割れ

が発生していた．写真-23は，固定支承を有するP1橋脚
の横梁の損傷状況を示すが，前震後では損傷が見受け

られなかったものが，本震後に支承位置からの押し抜

きせん断のようなひび割れが確認できる．本震では前

震よりも大きな力が作用したことが予測できる．  
 
(3) 被害メカニズムの推定 
	 前震では，主に橋軸方向に橋梁の設計振動単位どお

りに地震力が作用し，耐震補強されていたＲＣ柱には

大きな被害は発生しなかったものの，耐震補強されて

いなかった固定支承に被害が集中した．固定支承に大

きな損傷が発生しなかった桁は橋軸方向に移動しない

ため，隣接する桁間の桁間連結板の破断，あるいは座

屈が発生した． 
	 本震では，既に固定支承の機能が失われていたもの

も多く，また桁間連結板も損傷していたことから，桁

の変位を拘束することができず，ほぼ全ての鋼製支承

が破壊された．前震で桁遊間が開いた箇所は，桁がさ

らに橋軸北方に移動した．本震は橋軸直角方向にも大

きく地震が作用した可能性が高く，支承が橋軸直角方

向にも破壊したが，横変位拘束装置により過度の桁変

形を制限できた 箇所もある． 
	 以上の被害メカニズムの推定より，現在の耐震設計

で考えられている地震作用で説明できることが多く，

熊本地震では大きな鉛直動が観測されているものの，

本橋の被害は鉛直動よりも水平動によるものが支配的

であると考えられる．  
 
 
6. まとめ 
 
	 2016年熊本地震は，兵庫県南部地震以降に発生した
地震の中で，多くの橋梁に地震被害が発生した地震で

あり，その被災メカニズムを明らかにし，今後の耐震

設計・補強に反映させることが重要である．しかしな

がら，2度の大きな地震が立て続けに発生し，特に前震
による被害状況を把握するための情報が極めて少ない

ことが，被災メカニズムの推定を困難なものとしてい

る．本論では，熊本地震による橋梁被害を整理すると

ともに，本震前後の被害調査に基づき，木山川橋の被

害メカニズムについて検討した． 
	 橋梁の被害は，熊本県だけでなく大分県でも発生す

るなど，広範囲にわたり，強震による被害に加え，山

岳部では地盤変状による被害も混在していることが特

徴である．平野部を走る九州自動車道では，高架橋の

耐震補強未対策部に大きな被害が発生するとともに，

高速道路跨道橋が本震で落橋した．山岳部では，阪神

大震災以降に改定された示方書に基づく複数の橋梁に

おいて積層ゴム支承の破断や支承からの桁の逸脱等の

大きな被害が発生するとともに，大規模な斜面崩壊に

よりアーチ橋が消失した． 
	 本震前後で調査を行った木山川橋の被害メカニズム

の推定を通じ，前震後の調査を踏まえた検討の重要性

を示した．木山川橋は，鋼製支承の被害が甚大である

特徴があり，規則性を読み取ることが困難である被害

であったが，前震では固定支承に被害が集中しており，

設計の仮定通りに地震力が作用している．これより，

 
写真-22  ＲＣ柱の傾斜（5月 9日撮影） 

 

    
	 (i)	前震後（4/15撮影）	 	 		(ii)	本震後（4/16撮影）	

      写真-23	 P1の被害状況の変化 

 



 

 

過去の地震被害で多くみられた被害であることが分か

る．ただ，固定支承が破壊し，桁を固定する機能を失

った結果，本震により大きく被害が拡大したと推定で

きる．  
	 木山川橋の落橋防止システムは設計の仮定通り機能

したとみられるが，一度の地震で脆性的な破壊を呈し

ている．本地震で落橋した府領跨道橋は，横変位拘束

構造が前震で損傷し，本震で桁の移動を拘束できずに

落橋に至ったと考えられるし，この他の被災橋梁でも，

脆性的な損傷を受けたものも少なくない．名の通り落

橋を防止するための最後の砦である落橋防止システム

の好ましい破壊性状のあり方について，今後検討が必

要である． 
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DAMAGE OF BRIDGES CAUSED BY THE 2016 KUMAMOTO EARTHQUAKE 
AND ESTIMATION OF FAILURE MECHANISM BASED ON FIELD SURVEY 

AFTER FORESHOCK AND MAINSHOCK 
 

Yoshikazu TAKAHASHI 
 

In the 2016 Kumamoto Earthquake in Japan, two severe ground shakings occurred consecutively on 
April 14 and 16 in the Kumamoto Region of Kyushu Island, Japan. Extensive damage to structure and in-
frastructures occurred across a wide region of Kyushu Island. Since the mainshock attacked some struc-
tures that had already damaged by the foreshock, it is very difficult to estimate the failure mechanism 
based on survey after the mainshock. In this paper, the damage of bridges on the plains and in the moun-
tains are summarized and the failure mechanism of Kiyamagawa Bridge in Kyushu Expressway is esti-
mated based on field survey after not only the mainshock but also the foreshock. 


